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起業・企業を
応援します

　
中
心
市
街
地
な
ど
の
空
き
店
舗

を
改
修
し
出
店
す
る
人
に
、
改
修

工
事
費
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

補
助
金
額

①
…
中
心
市
街
地
内
（
本
町
一
～

六
丁
目
、
錦
町
、
末
広
町
な
ど
）

に
新
店
舗
開
設
す
る
場
合
、
対
象

経
費
の
２
分
の
１
以
内
で
最
大

１
０
０
万
円

②
…
①
の
区
域
外
に
新
店
舗
を
開

　市では、中小企業者や起業を目指す人などを支援
するため、長期で低金利、固定金利の融資を設けて
います。
　さらに、群馬県信用保証協会の保証を要する制度
において、保証料の補助を行い、事業者の負担を軽
減しています。また、勤労者向けの融資制度も取り
扱っておりますので、ぜひご利用ください。
申し込み＝農業協同組合とゆうちょ銀行を除く、市
内およびみどり市大間々町などの制度融資取扱金融
機関へ。
　詳しいことは、取扱金融機関にある「制度融資の
ご案内」をご覧いただくか、産業政策課商業・金融
係（☎内線583）へお問い合わせください。

　創業前または創業後５年未満の個人が、６つの支
援機関（桐生市インキュベーションオフィス、桐生
商工会議所、桐生市新里商工会、桐生市黒保根商工
会、桐生信用金庫、ＮＰＯ法人キッズバレイ）のい
ずれかで、経営、財務、人材育成、販路開拓の４つ
の知識が身につくような支援（特定創業支援）をお
おむね１か月以上継続して受けることで、株式・合
名・合資・合同会社設立時の登録免許税減免や創業
関連保証枠の拡大などの特典が受けられます。
　問い合わせは、産業政策課産業政策係（☎内線
582・584）へ。

　中小企業の経営者や従業員が、市の認定した研修
機関の研修を受講した場合、研修費用の一部を助成
します。
助成額＝対象経費の50パーセントで、１事業所に
つき原則年間５万円まで※講師を招いて研修を行う
場合、加算措置あり
申し込み＝事前に産業政策課へ連絡のうえ、研修開
始の10日前までに、申請用紙に必要事項を記入し、
直接市役所３階産業政策課へ。申請用紙は、同課と
市ホームページにあります。
　問い合わせは、産業政策課工業労政係（☎内線
564）へ。

設
す
る
場
合
、
対
象
経
費
の
２
分

の
１
以
内
で
最
大
50
万
円

③
…
①
の
区
域
内
に
事
業
所
を
開

設
す
る
場
合
、
対
象
経
費
の
２
分

の
１
以
内
で
最
大
20
万
円

※
こ
の
ほ
か
に
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
「
中
心
市
街
地
空
き
店
舗
情

報
」
に
掲
載
し
て
い
る
店
舗
に
出

店
し
た
場
合
は
10
万
円
、
市
外
か

ら
の
転
入
者
に
つ
い
て
は
10
万
円

の
加
算
を
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。

対
象
要
件

・
個
人
の
場
合
は
市
内
に
居
住
、

法
人
の
場
合
は
市
内
に
法
人
登
記

を
お
く
も
の

・
市
税
な
ど
を
滞
納
し
て
い
な
い

こ
と

・
地
域
の
支
援
機
関
や
金
融
機
関

の
経
営
指
導
を
受
け
、
継
続
的
に

経
営
を
行
う
具
体
的
な
事
業
計
画

を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

・
平
成
32
年
３
月
末
ま
で
に
開
業

で
き
る
も
の

・
１
階
に
お
い
て
主
た
る
営
業
を

行
い
、
原
則
と
し
て
週
５
日
以
上

営
業
す
る
も
の
（
夜
間
営
業
の
み

空
き
店
舗
活
用
型

新
店
舗
開
設
・
創
業
促
進
事
業
補
助
金

制度融資を
ご利用ください

中小企業人材養成事業
研修費用助成

桐生市創業支援等事業計画

で
な
い
こ
と
）

・
①
の
場
合
の
み
、
出
店
地
域
の

商
店
街
団
体
に
加
入
す
る
こ
と

対
象
経
費
＝
店
舗
の
改
修
に
支
払

っ
た
工
事
費
の
う
ち
、
市
内
業
者

に
発
注
し
た
も
の
※
工
事
費
と

は
、
内
外
装
工
事
、
給
排
水
設
備

工
事
、
冷
暖
房
・
空
調
工
事
、
電

気
工
事
な
ど
の
費
用

申
し
込
み
＝
改
修
工
事
を
行
う
前

に
、
必
要
書
類
を
添
え
て
市
役
所

３
階
の
産
業
政
策
課
へ
。
申
請
用

紙
は
同
課
と
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

あ
り
ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
産
業
政
策

課
商
業
・
金
融
係
（
☎
内
線

５
６
３
）
へ
。



桐生市役所　　☎0277‐46‐11119

起業・企業を応援します

　
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
オ
フ
ィ

ス
（
創
業
者
入
居
支
援
施
設
）

は
、
起
業
に
関
心
の
あ
る
人
や
新

た
な
分
野
の
事
業
化
を
目
指
す
人

を
支
援
す
る
た
め
の
ビ
ジ
ネ
ス
拠

点
で
、
貸
し
オ
フ
ィ
ス
と
専
門
家

に
よ
る
経
営
支
援
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
産
業
政

策
課
産
業
政
策
係
（
☎
内
線

５
８
２
・
５
８
４
）
へ
。

入
居
者
募
集

　
貸
し
オ
フ
ィ
ス
に
は
、
机
や
い

　企業の新たな取引先の開拓を支援するため、補助を行い
ます。
対象＝市内に主要な事業所を置く製造業を営む中小企業者
（予算の範囲内で先着順）
申し込み＝対象となる展示会の出展前かつ出展小間料の支
払い前に、申請用紙に必要事項を記入のうえ、展示会の概
要資料を添えて、直接市役所３階の産業政策課へ。申請用
紙は同課と市ホームページにあります。

●展示会等出展補助

対象展示会＝県外展示会（一般公開でないもの、販売を主
目的とするもの、国や県などから出展補助を受けている場
合は対象外）
補助額＝国内展示会の場合、従業員６人未満の企業は出展
小間料の２分の１（上限額
20万円）で、従業員６人以
上の企業は出展小間料の２
分の１（上限額15万円）で
す。海外展示会の場合、出
展小間料・装飾費・輸送費
の２分の１（上限額40万円）
です。
　問い合わせは、産業政策課産業政策係（☎内線582）へ。

　
市
内
で
製
造
業
を
営
む
企
業
の

情
報
を
発
信
す
る
た
め
、
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
「
桐
生
市
製
造
業
ガ

イ
ド
」
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。
企

業
別
の
ペ
ー
ジ
を
作
成
し
、
企
業

名
や
業
種
・
加
工
分
野
か
ら
検
索

で
き
ま
す
。
ま
た
、
所
有
す
る
自

社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
、
一
定
の
基

準
の
範
囲
内
で
リ
ン
ク
を
設
定
で

き
ま
す
。

　新技術や新製品の開発に取り組む中小企業者に
対して開発費の一部を補助します。開発要素がな
いものや、量産用設備の導入を目的としたものは
対象外です。
対象＝市内に主たる事業所を有する中小企業者
採択件数＝４件程度※申請内容について、現地調
査を含めた審査を行い採択します。
補助額＝上限額80万円※企業負担金が20万円以
上必要
申し込み＝５月10日（金）までに、申請用紙に
必要事項を記入のうえ、直接市役所３階産業政策
課へ。申請用紙は産業政策課と市ホームページに
あります。
　問い合わせは、産業政策課工業労政係（☎内線
565）へ。

「
桐
生
市
製
造
業
ガ
イ
ド
」
掲
載
企
業
を
募
集

新規取引先開拓支援事業

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
オ
フ
ィ
ス
で

起
業
を
応
援

新技術・新製品開発補助

対
象
＝
市
内
に
事
業
所
を
置
き
、

製
造
業
を
営
む
企
業
と
そ
の
関
連

業
種

申
し
込
み
＝
申
請
用
紙
に
必
要
事

項
を
記
入
の
う
え
、
直
接
市
役
所

３
階
の
産
業
政
策
課
へ
。
申
請
用

紙
は
同
課
と
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

あ
り
ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、産
業
政
策
課

産
業
政
策
係（
☎
内
線
５
８
２
）へ
。

す
、
電
話
、
高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
回
線
を
完
備
し
、
す
ぐ
に
仕
事

を
始
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

経
営
相
談

　
専
門
家
に
よ
る
経
営
支
援
と
し

て
、
起
業
や
事
業
化
な
ど
、
ビ
ジ

ネ
ス
に
関
す
る
相
談
に
応
じ
て
い

ま
す
。

　

次
の
よ
う
な
相
談
が
あ
る
人

は
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

・
起
業
に
関
心
が
あ
る

・
新
し
く
事
業
を
始
め
た
い

・
事
業
が
思
う
よ
う
に
進
ま
な
い


